
�愛媛県告示第１０４０号
次のとおり落札者を決定した。

平成２８年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１０４１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光

室並びに新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２８年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ドラッグコスモス神郷店

新居浜市又野１丁目甲１４９９番 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社コスモス薬品

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

発 行 愛 媛 県
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代表取締役 宇野 正晃

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社コスモス薬品

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

代表取締役 宇野 正晃

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２９年４月３０日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，７０９．１７平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

５９台

イ 駐輪場の収容台数

２０台

ウ 荷さばき施設の面積

２７平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

９立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前１０時 閉店時刻 午後９時４５分

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時４５分から午後１０時まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２８年８月２９日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部

産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から

１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１０４２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに四国中央市役所において告

示の日から４月間縦覧に供する。

平成２８年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

イオンタウン川之江 四国中央市妻鳥町字
樋之上１７９５番地 外

大規模小売店舗を設置する者
の住所及び代表者の氏名

三井住友ファイナン
ス＆リース株式会社
代表取締役
加納 岳
東京都港区西新橋三
丁目９番４号

三井住友ファイナン
ス＆リース株式会社
代表取締役
川村 嘉則
東京都千代田区丸の
内一丁目３番２号

平成２７年
１０月１日
ほか

平成２８年
９月５日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに四国中央市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課
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�愛媛県告示第１０４３号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３４条において準用する同法第

１２条第５項の規定に基づき、東予港港湾施設の概要を次のとおり公

示する。

平成２８年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

種 類 位 置 数 量 及 び 能 力

防 波 堤 西条市ひうち地先 延長 ２５１．０メートル

�愛媛県告示第１０４４号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更が許可されたので、愛媛県証紙条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第４２号）

第５条第６項の規定により告示する。

平成２８年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１０４５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

朝倉村土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

平成２８年９月１６日

愛媛県東予地方局長 菅 豊 正

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 清 水 重 鬼 今治市古谷甲９５番地１

〃 越 智 友 雄 今治市朝倉上甲２０５２番地４

〃 越 智 存 今治市朝倉上甲８７番地

〃 曽我部 洋 三 今治市朝倉上甲６９３番地

〃 渡 辺 隆 弘 今治市朝倉上甲９２０番地

〃 越 智 修 三 今治市朝倉上甲１５０９番地１

〃 加 藤 和 敏 今治市朝倉上甲１０９６番地３

〃 渡 邉 正 記 今治市朝倉上甲２７８７番地２

〃 永 井 房 一 今治市朝倉南甲３７４番地

〃 長 井 三 造 今治市朝倉南乙１１３番地７

〃 仙 波 洋 二 今治市朝倉南甲３１２番地

〃 武 田 博 志 今治市朝倉北甲３６８番地

〃 白 石 良 光 今治市朝倉下甲８２０番地１

〃 南 條 泉 今治市朝倉下甲１１８２番地

〃 南 條 紀 男 今治市朝倉下甲１１７９番地

〃 越 智 等 今治市山口甲２０３番地２

〃 窪 田 悟 師 今治市古谷甲７５９番地３

監 事 越 智 修 二 今治市朝倉上甲２１５４番地

〃 阿 部 正 人 今治市朝倉北甲４３４番地

〃 白 石 浩 二 今治市朝倉下甲９１７番地２

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 清 水 重 鬼 今治市古谷甲９５番地１

〃 越 智 友 雄 今治市朝倉上甲２０５２番地４

〃 越 智 存 今治市朝倉上甲８７番地

〃 曽我部 洋 三 今治市朝倉上甲６９３番地

〃 渡 辺 隆 弘 今治市朝倉上甲９２０番地

〃 越 智 修 三 今治市朝倉上甲１５０９番地１

〃 加 藤 和 敏 今治市朝倉上甲１０９６番地３

〃 越 智 巧 今治市朝倉上甲２７２５番地１

〃 永 井 房 一 今治市朝倉南甲３７４番地

〃 長 井 三 造 今治市朝倉南乙１１３番地７

〃 仙 波 洋 二 今治市朝倉南甲３１２番地

〃 武 田 博 志 今治市朝倉北甲３６８番地

〃 白 石 良 光 今治市朝倉下甲８２０番地１

〃 南 條 泉 今治市朝倉下甲１１８２番地

〃 日 浅 正 則 今治市朝倉下甲６８０番地２

〃 清 水 亘 今治市山口甲１９２番地

〃 窪 田 悟 師 今治市古谷甲７５９番地３

監 事 小 澤 公 暁 今治市朝倉上甲２０９７番地４

〃 阿 部 正 人 今治市朝倉北甲４３４番地

〃 石 丸 孝 光 今治市朝倉下甲１７４番地

�愛媛県告示第１０４６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定

番号

売 り さ ば き 人 変 更 事 項 変更許可

年 月 日住 所 氏 名 又 は 名 称 新 旧

丹第
２３号

西条市石田５６８番地８ 愛媛県猟友会西条市西支部 売りさばき人住所
西条市石田５６８番地８
売りさばき所
西条市石田５６８番地８

売りさばき人住所
西条市丹原町北田野１６８１番地２
売りさばき所
西条市丹原町北田野１６８１番地２

平成２８年
６月１日
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�愛媛県告示第１０４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０４８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

平成２８年９月１６日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第１０４９号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２８年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 弓削島循環線

越智郡上島町弓削上弓削３７７番２地先から

同町弓削上弓削２３７番地先まで
旧 ３．６～１１．７ ０．２０１

越智郡上島町弓削上弓削３７７番２から
同町弓削上弓削２３７番地先まで

及 び
越智郡上島町弓削上弓削３５６番２から
同町弓削上弓削１９１１番まで

新
４．０～１７．９

８．３～１７．９

０．２０１

０．１３１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 弓削島循環線

越智郡上島町弓削上弓削３７７番２から
同町弓削上弓削２３７番地先まで

及 び
越智郡上島町弓削上弓削３５６番２から
同町弓削上弓削１９１１番まで

平成２８年９月１６日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１１０００１８５
株式会社 ＦＵＮＫＹ
ＦＡＭＩＬＹ ＣＯＭ
ＰＡＮＹ

愛媛県伊予市双海町上
灘甲５８１２番地２ 岡 孝 彦 居宅介護 ケアサポート

とにかく笑えれば
愛媛県伊予市双海町上
灘甲５８１２番地２

平成２８年
９月１日

３８１１０００１８５
株式会社 ＦＵＮＫＹ
ＦＡＭＩＬＹ ＣＯＭ
ＰＡＮＹ

愛媛県伊予市双海町上
灘甲５８１２番地２ 岡 孝 彦 重度訪問介護 ケアサポート

とにかく笑えれば
愛媛県伊予市双海町上
灘甲５８１２番地２

平成２８年
９月１日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２４）第１８５３号 平成２４年
１０月１２日 己道利建設（株） �岡 裕治 伊予市双海町上灘甲４５２４ 平成２８年

８月１日 土木工事業 建設業の廃止

（般－２３）第１２３４８号 平成２３年
８月２４日 松田建設（有） 松田 正則 伊予郡砥部町千足３８ 平成２８年

８月１２日 大工工事業 建設業の廃止
（一部廃業）

（般－２６）第１７４６１号 平成２７年
３月２３日 （株）ＨＳ・Ｊａｐａｎ 重松 宏和 松山市小坂５－１３－１０ 平成２８年

８月１８日 建築工事業 建設業の廃止
（一部廃業）

（般－２４）第１７０５０号 平成２４年
８月７日 上田電気 上田 真生 松山市土居田町２２３－１ 平成２８年

８月２２日 電気工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（般－２６）第２６６９号 平成２７年
１月３１日 （株）福崎組 福崎美智子 松山市大可賀２－３－１７ 平成２８年

８月２６日 機械器具設置工事業 建設業の廃止
（一部廃業）

（般－２４）第８６１３号 平成２４年
４月１８日 天裕建設（株） 影浦 敏直 伊予市下唐川甲８８－２ 平成２８年

８月３０日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業
鋼構造物工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

��������������

��������������

��������������

愛 媛 県 報平成２８年９月１６日 第２８０８号

７０１



�愛媛県告示第１０５０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２８年９月１６日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�������
�愛媛県告示第１０５１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第１８条第１６項の規定により、南予用水土地改良区連合から次のと

おり役員が就任した旨の届出があった。

平成２８年９月１６日

愛媛県南予地方局長 佐 伯 登志男

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 管 家 一 夫 西予市宇和町卯之町１丁目２５７番地

〃 井 上 富士大 西予市三瓶町有太刀１４１番地

�愛媛県告示第１０５２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２８中局建（開）第２３号

平成２８年９月２日
東温市南野田字若宮１６６番４

東温市野田三丁目１０番地３

ディアスＭ Ｃ棟２０１号

正 原 幸 治

正 原 千 里

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島城辺線
南宇和郡愛南町僧都８５０番７から

同町僧都８４６番５まで

旧 ４．０～１６．７ ０．４２３

新 １６．２～３２．９ ０．４２３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島城辺線
南宇和郡愛南町僧都８５０番７から

同町僧都８４６番５まで
平成２８年９月１６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 串内子線
大洲市田処乙１６１９番１地先から

同市田処乙１６２０番３地先まで
平成２８年９月１６日
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２８年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

サンプル整経機の購入

� 購入物品名及び数量

サンプル整経機 一式

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

平成２９年２月２８日（火）

� 納入場所

愛媛県産業技術研究所繊維産業技術センター

（所在地：今治市クリエイティブヒルズ４－１）

� 入札方法

ア 入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行っ

ていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行う

ことができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２６・２７・２８年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０－８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２－２１５６

� 入札書の受領期限

電子入札による場合は、平成２８年１０月２７日（木）の午前９時

から同月２８日（金）午前１０時５９分まで

紙入札による場合は、平成２８年１０月２８日（金）午前１０時５９分

まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２８年１０月２８日（金）午前１１時００分

愛媛県総務部入札室 本館２階

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成２８年１０月２１日（金）午後５時００分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から

第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行っ

たものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便

に限る。）により提出すること。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Sample warping machine，１

� Time limit of tender：１０：５９a．m．，２８ October ２０１６

� For further information，please contact：Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４‐４‐２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime ７９０‐８５７０ Japan

TEL ０８９‐９１２‐２１５６

公 告
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２８年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

高分解能観察装置（ＦＥ－ＳＥＭ）の購入

� 購入物品名及び数量

高分解能観察装置（ＦＥ－ＳＥＭ） 一式

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

平成２９年３月１０日（金）

� 納入場所

愛媛県産業技術研究所技術開発部（所在地：松山市�米窪田
町４８７－２）

� 入札方法

ア 入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行っ

ていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行う

ことができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２６・２７・２８年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０－８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２－２１５６

� 入札書の受領期限

電子入札による場合は、平成２８年１０月２７日（木）の午前９時

から同月２８日（金）午前９時５９分まで

紙入札による場合は、平成２８年１０月２８日（金）午前９時５９分

まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２８年１０月２８日（金）午前１０時００分

愛媛県総務部入札室 本館２階

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成２８年１０月２１日（金）午後５時００分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から

第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行っ

たものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便

に限る。）により提出すること。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

High-resolution observation apparatus（field-emission

scanning electron microscope），１

� Time limit of tender：９：５９a．m．，２８ October ２０１６

� For further information，please contact：Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４‐４‐２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime ７９０‐８５７０ Japan

TEL ０８９‐９１２‐２１５６
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�愛媛県選挙管理委員会告示第５７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２８年９月１６日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１８７，３８４

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，７４８

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４８，４２３

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

選挙管理委員会告示

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４４，１０６ １４，７０２

南 宇 和 郡 １９，９４０ ６，６４７

松山市・上浮穴郡 ４３９，３４５ １３９，８９１

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４４，１０１ ４８，０３４

宇和島市・北宇和郡 ８１，１９９ ２７，０６７

八幡浜市・西宇和郡 ３９，８２６ １３，２７６

新 居 浜 市 １０１，７１０ ３３，９０４

西 条 市 ９３，３０５ ３１，１０２

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５３，２１２ １７，７３８

伊 予 市 ３２，０３７ １０，６７９

四 国 中 央 市 ７５，６２６ ２５，２０９

西 予 市 ３４，６３５ １１，５４５

東 温 市 ２８，３４２ ９，４４８
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